
郵便番号

住　　所

氏　　名 印

事業活動地球温暖化対策計画書

（第１面）

（あて先）川崎市長

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第９条第１項（同条第４項において読み替えて準用する

場合を含む。）の規定により、次のとおり提出します。

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

第１号様式

中新産業株式会社

〒２１５－００２１

川崎市麻生区上麻生１－１－１

中新産業株式会社

代表取締役　中島 眞一

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

川崎市麻生区上麻生１－１－１

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

3,290 ｋｌ

台

ｔ－CO2

貸事務所業

０４４－９５３－５１１１

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

中新産業　株式会社

川崎市麻生区上麻生１－１－１

中分類

Ｋ

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

連 絡 先

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

69

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

０４４－９５９－３６５７

※
受
付
欄

主 た る 事 業
の 業 種

主 た る 事 業
の 内 容

大分類

上記以外の事業者（任意提出事業者）

不動産業， 物品賃貸業 

不動産賃貸業・管理業

担当部署



（第２面）

計 画 期 間 平成22年度　　～　　　　平成24年度

温室効果ガスの排出の量の
削減を図るための基本方針

別添　指針様式第１号及び第3号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減に向けた組織体制

別添　指針様式第１号及び第3号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標及び温室効果ガス
の排出の量

別添　指針様式第１号及び第3号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の内容に係る事項

・既存空調機器を高効率チラー、マルチエアコンに更新。
・館内温度・CO2濃度の監視による空調管理の適正化。
・冬季の空調管理方法を見直し､冷温水発生機(冷房)運転の停止。
・館内照明を節電型ランプ･ＬＥＤへ順次更新の推進。
詳細は、指針様式第１号（第4、5面）のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置 なし出の抑制等に寄与する措置
に係る事項

なし

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

・廃棄物の減量化、分別化の推進。
詳細は、指針様式第１号（第6面）のとおり

備　　　考

　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　　 ２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　計画書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第１面）

１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針

事業活動地球温暖化対策計画

事業者全体（市内事業所）の基本方針
以下の方針の通り、地球温暖化対策を進める。
（１）エネルギー管理体制を組織し、継続的に対策を推進する。
（２）目標値を定め、温室効果ガス排出量の削減に取り組む。

２　温室効果ガスの排出の量の削減に向けた組織体制

代表取締役 兼 エネルギー管理統括者

指定工場内省エネ推進委員会

委員長（管理企画推進者）

ｴﾈﾙｷﾞｰ管理員

事務局長（防災センター責任者）

事務局（防災センター員）

事業所

（責任者）

ホテルモリ

ノ （責

任者）

オーパ

（責任者）

梅の花

（責任者）

市内事業所

ﾒﾃﾞｨｶﾙﾓﾘﾉ



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第２面）

基 準 年 度 年度 目 標 年 度 年度

（実） 5,862 （実） 4,992

（調） 5,842

（実） 14.8 （実） 870

　 イ　基準排出量原単位等と目標排出量原単位等

原 単 位 の 活 動 量 単 位

基 準 年 度 の 値 目 標 年 度 の 値

削 減 率 ％

 延床面積、生産数量

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標等（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減目標及び温室効果ガスの排出の量

　 ア　基準排出量と目標排出量

t-CO2

削 減 率 ％ 削 減 量 t-CO2

平成21 平成24

基 準 排 出 量 t-CO2 目 標 排 出 量

延床面積、 産数量
 以外の原単位を使用
 した場合の理由

　 ウ　目標設定に関する考え方

 (２) 温室効果ガスの排出の量の削減目標（全社目標）

　
計画期間の2年目（平成23年度）に指定工場の設備をエネルギー効率の優れた機器へ更
新する計画を基に削減率を算出した。



５　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の内容に係る事項

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の内容

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第４面）

 事業所等に係る
 温室効果ガスの
 排出の量の削減
 を達成するため
 の具体的措置

 (第１号、第２
 号、第４号該当
 者等)

・高効率の空調機器（チラー・マルチエアコン）に更新し、エネルギー消
費効率の向上を図る。
・館内照明を節電型ランプ･ＬＥＤへ順次更新の推進。
・蛍光灯器具の鉄心安定器からインバーター電子安定器への交換推進。
・館内温度、CO2濃度を監視する制御を導入し、空調の適正管理を行なう。
・冬季の空調管理方法を見直し､冷温水発生機(冷房)運転の停止。
・不要照明を見直し､営業･執務時間外の消灯。
・管理標準の定期的な見直し･改善の実施及び未作成管理標準を早期作成
し、機器を効率的に運用する。　など

 自動車に係る温
 室効果ガスの排
 出の量の削減を
 達成するための
 具体的措置

 (第３号該当者
 等)



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第５面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用計画及び前年度末における利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

　 イ　再生可能エネルギー源等の利用計画及び利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

常用発電機設備はあるが(コージェネレーション未導入)廃止予定のため、今後は、グリーン電力
証明の購入などによるカーボンオフセットを検討したい。

　 ウ　再生可能エネルギー源等の価値の保有計画及び保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

 (３) 基準年度の末日までに完了した主な対策内容

・ポンプ、ファン、空調機のインバーター制御の導入
・一部照明のＬＥＤ化



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置に係る事項

なし

１．廃棄物の減量化、分別化の推進を図る

７　その他地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第７面）

８　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績

 (１) 事業者単位

　 ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

　 ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

中島ビル 5,764 t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称
日本標準産業分類

細分類番号

事業所の所在地

川崎市麻生区上麻生１－１－１

日本標準産業分類
細分類番号

6911

温室効果ガス
の排出の量

事業所に係る
事業の名称

貸事務所

事業所の所在地
事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

5,842
t-CO2

t-CO2

5,862

　 イ　第３号該当者等

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

細分類番号

エネルギー使用量の規模 事業所数

事業所の所在地
事業の名称 の排出の量

事業所の所在地
事業所に係る
事業の名称

日本標準産業分類

細分類番号

400～500kl 未満

温室効果ガス
の排出の量

100kl 未満 1

300～400kl 未満

200～300kl 未満

100～200kl 未満

事業所数


